
貧借対照表

2025年 03月 現在

対象組織グループ :G0000

対象組織 :

科目構成 :1000

<

属

のれん

ノ フ

破産更生

1当

<

ベス トケア

基本科目構成 決算含

元帳区分 :共通十日本

(単位 :円 )

4.5

0.2

1.1

2.5

0.0

0.2

0.0

0.0

2

0

9

7

6

5

1.1

0.3

1,0

0.0

74.2

10.3

85.9

86 9

0

残 高構成比残高

【流目1負慣】
208,935,1780,1 未払金3,243,497

命払費用 7,270,60610,000,000 0.2
50,306,574:i請予百ィ 0.7 与引当金34,322,950
115,348,6001.0 未払法人税等金及 び預金 |> 47,566,447
1,064,70011.8542,650,130

り金 7,402,946三掛金計 > 542,650,130 118
00.1 更受金3,058,952
00.1品計> 3,058,952

1負債計 > 390,328,6040.4 <流 !19,198,892

【固う:負債】8,650,006 0.2e収入金
133,648,84000 1当169,661
750,00000 預 り0

F産除去債務 (長期 ) 77,061,5913,171,488,977 68 8霊け金
211,460,4310.0 <固う:負債計>0

601,78910350.0 <負債合計>期 ) -275,650

69.4> 3,199,231,886
資 ラミ金 50,000,0003,792,507,415 82.3>

12,500,0001益準備金
45,000,00019,3 男ll888,982,244
1,848,834-557.5111849 -12.1

3.419,251,092483,996,018 10.5
476,446,097-8.2 当期純利益獣却累計額 -379,358,372
3,942,546,0230.9 そ40,656,834

瀾 剰余金 3,955,0461023-391184,497 -0.9累
4,005,046,0230.420,372,622

< 4,005,046,023-0.2(計額 -11,228,090

i及び純資産合計> 4,606,335,0583.0 <目138,867,457

十客買 -127,569,257 -2.8

2,7123,045,231
000

581,018,341 12.6>
1,359,205,346
0.1エ ア 3,706,151
0.0く道施設利用 径 0

2,309,075 0.1

14:> 65,220,572
0.00

0.01

0 0.0

0.0370,987

2.5116,401,814

1.1金 51,315,928

0 0.0

産計 > 168,088,730 3.6

17.7> 814,327,643

100.04,606,335,058

ベストケア株式会社
貸借対照表

作成日時 :2025/04/1615:18
1/1買



個 別 注 記 表
自 2024年  4月  1日  至 2025年  3月 31日

ベス トケア株式会社

I 重要な会計方針

資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法
関連会社株式・・・移動平均法による原価法

その他有価証券

ア 時価のあるもの
事業年度末の市場価格等に基づく時価法 (評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定)

イ 時価のないもの
移動平均法による原価法

② たな卸資産の評価基準及び評価方法
貯蔵品は移動平均法による原価法 (貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方法により

算定)

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産  定率法
ただし、建物 (建物附属設備は除く)並びに2016年 4月 1日 以降に取得した建物附属設備

及び構築物については、定額法を採用しています。

無形固定資産  自社利用のソフトウエア・・・社内における利用可能期間 (5年)による定額法
その他・・・・・・・・・・・定額法

リース資産   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。

引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については実績繰入率により計上するほか、貸倒懸念債権等、

特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

②賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上しています。

③退職給付引当金

中退共制度で支給される退職金については、確定拠出制度であるため、掛金を退職給付費用にて処理、

中退共以外の従業員については、当事業年度末における退職給付債務の見込み額に基づき計上しています。

中退共以外の執行役員については、退職給付に係る要支給額を退職給付債務とする簡便法を採用しています。

消費税等の処理方法

消費税及び地方消費税等の会計処理は、税抜方式によつています。

2.

Ⅱ.株主資本等変動計算書関係

1.当事業年度の末日における発行済株式の数 16株
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